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「令和３年経済センサス-活動調査（確報） 

産業横断的集計」結果報告（要約）（新潟県分の状況） 

 

                                                  令 和 ６ 年 ２ 月 2 7 日 

新 潟 県 総 務 部 統 計 課 

 

１ 主要指標の概況 

 
 
■ 本県の事業所数は10万8,401事業所（全国の1.9％）、従業者数は100万4,621人（同

1.7％）となっています（表１）。 

■ 売上高は22兆3,051億円（全国の1.3％）、付加価値額は４兆2,282億円（同1.3％）と

なっています（表１）。 
 

 

表１ 主要指標（事業所数、従業者数、売上高及び付加価値額）（新潟県・全国） 

 
（注１) 今回の調査は、平成 28 年経済センサス-活動調査では活用されていなかった「国税庁法人番号公 

表サイト」情報から、過去の調査では捉えていない外観からの確認では把握が困難な事業所を加え 

た調査名簿を基に調査を実施した。このため、従来の活動調査よりも幅広に事業所を捉えており、 

前回調査結果と単純に比較ができないことから、平成 28 年経済センサス-活動調査結果について 

は、【参考値】と表章している。 

（注２) 「事業所数」は事業内容等不詳を含む。 

（注３) 「従業者数」は男女の別不詳含む。 

（注４) 「売上高（試算値）」は、事業所ごとの売上高を把握していない事業所の売上高を総務省・経済産 

業省が試算し地域別に集計したもの。 

（注５) 「付加価値額」は必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計（企業単位で把握した付 

加価値額を事業従事者数により傘下事業所にあん分）した。 

 

 

 

 

【参考値】
（平成28年）

全国順位
（全国シェア）

【参考値】
（平成28年）

事業所数 10万8,401事業所 11万4,895事業所 １4位（1.9％） 584万4,088事業所 557万8,975事業所

従業者数 100万4,621人 102万5,630人 15位（1.7％） 5,794万9,915人 5,687万2,826人

売上高
（試算値）

22兆3,051億円 22兆1,389億円 15位（1.3％） 1,708兆3,748億円 1,649兆6,578億円

付加価値額 4兆2,282億円 4兆3,465億円 16位（1.3％） 336兆2,595億円 289兆5,355億円

主要指標 新潟県 全国
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２ 全国における新潟県の位置 

 

 

■ 本県の事業所数は47都道府県中第14位、従業者数及び売上高は第15位、付加価値額は 

第16位に位置しています（表２）。 

 

 

表２ 事業所数、従業者数、売上高及び付加価値額（都道府県別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２　従業者数

全国 5,844,088 100.0 全国 57,949,915 100.0

1 東京都 802,355 13.7 1 東京都 9,592,059 16.6

2 大阪府 469,446 8.0 2 大阪府 4,528,208 7.8

3 神奈川県 339,341 5.8 3 愛知県 3,818,542 6.6

4 愛知県 337,888 5.8 4 神奈川県 3,525,744 6.1

5 埼玉県 261,920 4.5 5 埼玉県 2,602,009 4.5

10 静岡県 173,201 3.0 10 静岡県 1,730,955 3.0

11 広島県 133,957 2.3 11 広島県 1,303,624 2.2

12 京都府 129,186 2.2 12 茨城県 1,237,104 2.1

13 茨城県 118,235 2.0 13 京都府 1,148,970 2.0

14 新潟県 108,401 1.9 14 宮城県 1,031,186 1.8

15 長野県 105,129 1.8 15 新潟県 1,004,621 1.7

16 宮城県 104,258 1.8 16 長野県 929,898 1.6

17 岐阜県 97,701 1.7 17 群馬県 895,790 1.5

18 群馬県 91,873 1.6 18 岐阜県 884,667 1.5

19 福島県 87,744 1.5 19 栃木県 870,819 1.5

20 岡山県 86,500 1.5 20 岡山県 838,870 1.4

３　売上高 ４　付加価値額

全国 1,708兆3,748億円 100.0 全国 336兆2,595億円 100.0

1 東京都 488兆1,689億円 28.6 1 東京都 112兆7,291億円 33.5

2 大阪府 140兆8,703億円 8.2 2 大阪府 24兆1,807億円 7.2

3 愛知県 130兆7,547億円 7.7 3 愛知県 19兆8,201億円 5.9

4 神奈川県 85兆5,984億円 5.0 4 神奈川県 17兆8,797億円 5.3

5 福岡県 61兆5,703億円 3.6 5 埼玉県 11兆7,542億円 3.5

10 静岡県 45兆1,506億円 2.6 10 静岡県 8兆3,157億円 2.5

11 広島県 35兆7,321億円 2.1 11 広島県 6兆1.130億円 1.8

12 宮城県 31兆7,026億円 1.9 12 茨城県 6兆1,080億円 1.8

13 茨城県 31兆6,149億円 1.9 13 京都府 5兆4,825億円 1.6

14 京都府 25兆5,663億円 1.5 14 宮城県 4兆9,070億円 1.5

15 新潟県 22兆3,051億円 1.3 15 群馬県 4兆3,214億円 1.3

16 栃木県 22兆2,104億円 1.3 16 新潟県 4兆2,282億円 1.3

17 三重県 22兆  654億円 1.3 17 栃木県 4兆180億円 1.2

18 群馬県 22兆  454億円 1.3 18 長野県 4兆81億円 1.2

19 岡山県 21兆6,106億円 1.3 19 岐阜県 3兆7,250億円 1.1

20 長野県 20兆7,155億円 1.2 20 三重県 3兆7,039億円 1.1

令和２年
付加価値額

全国に占
める割合
（％）

都道府県

１　事業所数

順位 都道府県
令和３年
事業所数

全国に占
める割合
（％）

順位 都道府県
令和３年
従業者数
（人）

全国に占
める割合
（％）

順位 都道府県
令和２年
売上高

（試算値）

全国に占
める割合
（％）

順位
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３ 産業大分類別の状況 

 

■ 事業所数 

「卸売業，小売業」が２万 5,467 事業所（全産業の 24.5％）と最も多く、次いで「建設業」が 

１万 2,326 事業所（同 11.9％）、「宿泊業，飲食サービス業」が１万 1,332 事業所（同 10.9％）

などとなっています（図１、表３）。 

■ 従業者数 

「卸売業，小売業」が 20万 3,321 人（全産業の 20.2％）と最も多く、次いで「製造業」が

19 万 6,131 人（同 19.5％）、「医療，福祉」が 13万 5,383 人（同 13.5％）などとなっています 

（図１）。 

■ 売上高 

    ｢卸売業，小売業｣が７兆 2,827 億円（全産業の 32.7％)と最も多く、次いで｢製造業｣が４兆

9,761 億円(同 22.3％)、｢建設業」が２兆 1,750 億円(同 9.8％)などとなっています（図１、表

３）。 

■ 付加価値額 

「製造業」が１兆 128 億円（全産業の 24.0％）と最も多く、次いで「卸売業，小売業」が 8,227

億円（同 19.5％）、「医療,福祉」が 5,335 億円（同 12.6％）などとなっています（図１、表３）。 

 

 

図１ 事業所数、従業者数、売上高及び付加価値額の産業大分類別構成比（新潟県） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）「事業所数」には、事業内容等不詳の事業所を含めていない。 
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表３ 産業大分類別事業所数、売上高及び付加価値額（新潟県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

103,861 22,305,136 100.0 4,228,160 100.0 ⑯ 19.0 426

農林漁業（個人経営を除く） 1,469 148,512 0.7 50,934 1.2 ③ 34.3 285

鉱業，採石業，砂利採取業 88 104,182 0.5 9,944 0.2 ③ 9.5 812

建設業 12,326 2,175,031 9.8 497,791 11.8 ⑬ 22.9 534

製造業 10,138 4,976,111 22.3 1,012,756 24.0 ⑲ 20.4 501

電気・ガス・熱供給・水道業 189 1,064,323 4.8 76,106 1.8 ⑮ 7.2 1,348

情報通信業 813 248,214 1.1 78,046 1.8 ⑱ 31.4 636

運輸業，郵便業 2,141 813,589 3.6 196,393 4.6 ⑱ 24.1 376

卸売業，小売業 25,467 7,282,734 32.7 822,683 19.5 ⑮ 11.3 411

金融業，保険業 1,611 1,126,706 5.1 179,464 4.2 ⑯ 15.9 837

不動産業，物品賃貸業 4,957 409,848 1.8 82,278 1.9 ⑱ 20.1 480

学術研究，専門・技術サービス業 3,825 275,948 1.2 133,403 3.2 ⑱ 48.3 586

宿泊業，飲食サービス業 11,332 343,514 1.5 109,006 2.6 ⑮ 31.7 157

生活関連サービス業，娯楽業 9,818 403,754 1.8 77,480 1.8 ⑮ 19.2 208

教育，学習支援業 3,037 162,963 0.7 95,567 2.3 ⑮ 58.6 330

医療，福祉 7,797 2,119,828 9.5 533,502 12.6 ⑱ 25.2 395

複合サービス事業 882 92,638 0.4 63,476 1.5 ⑮ 68.5 653

サービス業（他に分類されないもの） 7,971 557,240 2.5 209,332 5.0 ⑮ 37.6 322

事業内容等不詳を含む事業所数 108,401 ー ー ー ー ー ー ー

付加
価値率
（％）

（Ｂ/Ａ）

事業従事者
１人当たり
付加価値額
（万円）

合計に
占める
割合
（％）

合計に
占める

割合（％）

全国
順位

合計

産業大分類 事業所数

売上高
（試算値）
（百万円）
（Ａ）

付加価値額
（百万円）

（Ｂ）
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４ 開設時期別の事業所数（産業分類別の直近５年間の状況） 

 

■ 本県事業所で、平成 28 年以降（直近５年間）に開設された事業所数の占める割合は 

9.6％となっています（表４）。 

■ 産業分類別にみると、「電気・ガス・熱供給・水道業」が 23.8％と最も高く、次いで

「飲食店，持ち帰り・配達飲食サービス業」が 16.7％、「情報サービス業，インターネッ

ト付随サービス業」が 15.1％などとなっています（表４）。 

 

表４ 産業分類、開設時期別事業所数（新潟県） 

 

 （注）「開設時期別事業所数」には、事業内容等不詳及び開設時期不詳の事業所を含めていない。 

 

 

 

102,861 93,011 90.4 9,850 9.6

農林漁業（個人経営を除く） 1,462 1,301 89.0 161 11.0

鉱業，採石業，砂利採取業 87 86 98.9 1 1.1

建設業 12,290 11,394 92.7 896 7.3

製造業 10,102 9,600 95.0 502 5.0

電気・ガス・熱供給・水道業 185 141 76.2 44 23.8

通信業，放送業，映像・音声・文字情報制作業 241 211 87.6 30 12.4

情報サービス業，インターネット付随サービス業 563 478 84.9 85 15.1

運輸業，郵便業 2,119 1,942 91.6 177 8.4

卸売業 6,493 6,072 93.5 421 6.5

小売業 18,675 16,877 90.4 1,798 9.6

金融業，保険業 1,583 1,364 86.2 219 13.8

不動産業 4,244 3,950 93.1 294 6.9

物品賃貸業 686 617 89.9 69 10.1

学術研究，専門・技術サービス業 3,789 3,295 87.0 494 13.0

宿泊業 1,514 1,416 93.5 98 6.5

飲食店，持ち帰り・配達飲食サービス業 9,538 7,942 83.3 1,596 16.7

生活関連サービス業，娯楽業 9,754 8,850 90.7 904 9.3

学校教育 378 334 88.4 44 11.6

その他の教育，学習支援業 2,617 2,257 86.2 360 13.8

医療，福祉 7,741 6,592 85.2 1,149 14.8

複合サービス事業 881 859 97.5 22 2.5

サービス業（他に分類されないもの） 7,919 7,433 93.9 486 6.1

割合
（％）

合計

産業分類 事業所数
平成27年以前
開設事業所数

平成28年以降
開設事業所数

割合
（％）



6 
 

５ 市町村別事業所数、従業者数、売上高及び付加価値額 

 

■ 事業所数 

  新潟市が３万 5,640 事業所（全県の 32.9％）と最も多く、次いで長岡市が１万 2,794 事業所（同

11.8％）、上越市が 9,350 事業所（同 8.6％）などとなっています（表５）。 

■ 従業者数 

 新潟市が36万3,605人（全県の36.2％）と最も多く、次いで長岡市が12万9,443人（同12.9％）、

上越市が８万 6,163 人（同 8.6％）などとなっています（表５）。 

 

表５ 市町村別事業所数及び従業者数（新潟県） 

108,401 100.0 1,004,621 100.0

1 35,640 32.9 1 363,605 36.2

北 区 2,803 2.6 北 区 29,763 3.0

東 区 4,963 4.6 東 区 52,865 5.3

中 央 区 12,968 12.0 中 央 区 135,171 13.5

江 南 区 2,865 2.6 江 南 区 31,312 3.1

秋 葉 区 2,440 2.3 秋 葉 区 20,840 2.1

南 区 1,860 1.7 南 区 19,813 2.0

西 区 5,238 4.8 西 区 52,849 5.3

西 蒲 区 2,503 2.3 西 蒲 区 20,992 2.1

2 12,794 11.8 2 129,443 12.9

3 9,350 8.6 3 86,163 8.6

4 5,764 5.3 4 51,655 5.1

5 5,079 4.7 5 41,875 4.2

6 4,070 3.8 6 37,641 3.7

7 3,745 3.5 7 36,151 3.6

8 3,437 3.2 8 26,162 2.6

9 3,336 3.1 9 24,078 2.4

10 3,083 2.8 10 20,728 2.1

11 2,835 2.6 11 20,552 2.0

12 2,201 2.0 12 17,633 1.8

13 2,038 1.9 13 16,738 1.7

14 1,876 1.7 14 16,363 1.6

15 1,759 1.6 15 16,348 1.6

16 1,692 1.6 16 14,387 1.4

17 1,689 1.6 17 13,929 1.4

18 1,568 1.4 18 13,844 1.4

19 1,259 1.2 19 12,720 1.3

20 1,221 1.1 20 11,997 1.2

21 783 0.7 21 8,451 0.8

22 630 0.6 22 5,464 0.5

23 550 0.5 23 3,638 0.4

24 468 0.4 24 3,540 0.4

25 405 0.4 25 3,260 0.3

26 371 0.3 26 3,054 0.3

27 265 0.2 27 1,960 0.2

28 225 0.2 28 1,748 0.2

29 211 0.2 29 1,324 0.1

30 57 0.1 30 170 0.0

順位 市町村 事業所数
全県に

占める割合
（％）

順位 市町村

事業所数 従業者数

従業者数
（人）

全県に
占める割合

（％）

新　  潟　  県 新　  潟　  県

新 潟 市 新 潟 市

長 岡 市 長 岡 市

上 越 市 上 越 市

三 条 市 三 条 市

燕 市 燕 市

新 発 田 市 新 発 田 市

柏 崎 市 柏 崎 市

佐 渡 市 南 魚 沼 市

南 魚 沼 市 村 上 市

村 上 市 十 日 町 市

十 日 町 市 佐 渡 市

糸 魚 川 市 糸 魚 川 市

五 泉 市 五 泉 市

魚 沼 市 小 千 谷 市

阿 賀 野 市 阿 賀 野 市

小 千 谷 市 見 附 市

妙 高 市 魚 沼 市

見 附 市 妙 高 市

胎 内 市 胎 内 市

加 茂 市 聖 籠 町

湯 沢 町 加 茂 市

聖 籠 町 湯 沢 町

阿 賀 町 阿 賀 町

津 南 町 津 南 町

田 上 町 田 上 町

刈 羽 村 出 雲 崎 町

粟 島 浦 村 粟 島 浦 村

弥 彦 村 弥 彦 村

関 川 村 刈 羽 村

出 雲 崎 町 関 川 村
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■ 売上高 

  新潟市が９兆5,312億円（全県の42.7％）と最も多く、次いで長岡市が２兆8,393億円 

（同12.7％）、上越市が１兆8,318億円（同8.2％）などとなっています（表６）。 

■ 付加価値額 

  新潟市が１兆5,996億円（全県の37.8％）と最も多く、次いで長岡市が5,309億円（同 

12.6％）、上越市が4,267億円（同10.1％）などとなっています（表６）。 

 

表６ 市町村別事業所の売上高及び付加価値額（新潟県） 

 

22,305,136 100.0 4,228,160 100.0

1 9,531,218 42.7 1 1,599,604 37.8

北 区 729,894 3.3 北 区 147,054 3.5

東 区 1,185,728 5.3 東 区 211,581 5.0

中 央 区 4,805,507 21.5 中 央 区 685,302 16.2

江 南 区 663,527 3.0 江 南 区 115,958 2.7

秋 葉 区 310,994 1.4 秋 葉 区 75,612 1.8

南 区 356,041 1.6 南 区 78,649 1.9

西 区 1,164,499 5.2 西 区 208,522 4.9

西 蒲 区 315,028 1.4 西 蒲 区 76,925 1.8

2 2,839,275 12.7 2 530,910 12.6

3 1,831,814 8.2 3 426,694 10.1

4 1,142,867 5.1 4 210,771 5.0

5 1,037,600 4.7 5 189,878 4.5

6 871,508 3.9 6 139,667 3.3

7 645,360 2.9 7 137,036 3.2

8 488,607 2.2 8 100,832 2.4

9 365,846 1.6 9 84,253 2.0

10 349,619 1.6 10 75,642 1.8

11 323,929 1.5 11 70,557 1.7

12 319,408 1.4 12 70,535 1.7

13 308,771 1.4 13 67,628 1.6

14 281,182 1.3 14 64,123 1.5

15 275,002 1.2 15 63,255 1.5

16 268,103 1.2 16 61,625 1.5

17 267,201 1.2 17 61,387 1.5

18 248,030 1.1 18 57,409 1.4

19 228,926 1.0 19 53,585 1.3

20 227,519 1.0 20 48,943 1.2

21 136,718 0.6 21 29,379 0.7

22 76,891 0.3 22 16,379 0.4

23 55,432 0.2 23 15,725 0.4

24 49,602 0.2 24 13,089 0.3

25 43,636 0.2 25 12,803 0.3

26 32,496 0.1 26 8,861 0.2

27 22,937 0.1 27 8,030 0.2

28 20,654 0.1 28 6,488 0.2

29 14,481 0.1 29 3,278 0.1

30 504 0.0 30 ▲206 ▲0.0

順位 市町村
売上高

（試算値）

全県に
占める割合
（％）

順位 市町村 付加価値額
全県に

占める割合
（％）

付加価値額　 （金額単位：百万円）売上高  （金額単位：百万円）

新　  潟　  県 新　  潟　  県

新 潟 市 新 潟 市

長 岡 市 長 岡 市

上 越 市 上 越 市

柏 崎 市 三 条 市

三 条 市 燕 市

燕 市 新 発 田 市

新 発 田 市 柏 崎 市

聖 籠 町 南 魚 沼 市

南 魚 沼 市 村 上 市

糸 魚 川 市 十 日 町 市

見 附 市 阿 賀 野 市

村 上 市 糸 魚 川 市

魚 沼 市 聖 籠 町

阿 賀 野 市 見 附 市

佐 渡 市 佐 渡 市

十 日 町 市 小 千 谷 市

五 泉 市 五 泉 市

小 千 谷 市 胎 内 市

妙 高 市 妙 高 市

胎 内 市 魚 沼 市

加 茂 市 加 茂 市

湯 沢 町 湯 沢 町

弥 彦 村 津 南 町

津 南 町 弥 彦 村

田 上 町 刈 羽 村

阿 賀 町 田 上 町

粟 島 浦 村 粟 島 浦 村

刈 羽 村 阿 賀 町

関 川 村 関 川 村

出 雲 崎 町 出 雲 崎 町



 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

～経済センサス-活動調査に御協力いただきありがとうございました～ 

 
 

【内容に関する問い合わせ先】  
〒950-8570 新潟県新潟市中央区新光町４－１  
新潟県総務部統計課産業統計班  
電話：０２５－２８０－５１２０（直通）  
Ｅ－ｍａｉｌ：ngt010190@pref.niigata.lg.jp 
ホームページ：https://www.pref.niigata.lg.jp/site/tokei/ 
 


